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第 2 節 最高裁昭和53年12月15日判決
1. 事案
医師 A は，昭和35年12月に Y1（国民健康保険連合会。以下，連合会と略す）に対する昭和35
年10月 1 日から同36年11月30日までの診療報酬債権を B（信用組合）に担保として譲渡し，昭和
35年12月 9 日に Y1 に対して確定日付のある通知をした。さらに，昭和36年12月に Y2（社会保険
診療報酬債権支払基金。以下，基金と略す）に対する昭和36年12月 1 日から昭和37年11月31日ま
での診療報酬債権を B に担保として譲渡し，昭和36年12月11日に Y2 に確定日付のある通知をし
た。被譲渡債権の始期と終期（昭和35年10月 1 日から昭和37年11月31日まで）が指定された。
他方，A に対して貸金債権を有する X（貸金業者）は，執行力ある正本に基づき，A の Y1 に対
する昭和35年12月 1 日から昭和36年 1 月31日までの診療報酬債権を差押え，その差押通知書は昭
和35年12月16日に Y1 に送達された。また，A の Y2 に対する昭和37年 5 月 1 日から昭和37年 6
月31日までの診療報酬債権を差押え，その差押通知書は昭和37年 7 月12日に Y2 に送達された。
X は Y1Y2 に対して取立訴訟により支払いを請求したが，Y1Y2 は，強制執行の第三債務者に該
当しないこと，上記債権は譲渡され差押通知書の送達時には A に帰属していなかったことを理由
に支払いを拒絶した。







さらに，控訴審の判決（第一次。東京高判昭和43年 9 月20日高民集21巻 5 号467頁）は，現行医療
保険制度の下において診療報酬債権支払担当機関は医師に対する報酬の支払債務を負うものではな






























第 3 節 最高裁平成11年 1 月29日判決
1. 事案
診療所を経営する医師 A は，昭和57年11月16日，Y リース会社（被告・控訴人・上告人）との
間で，Y の A に対する債権（診療機器のリース契約にかかるリース料債権）回収を目的として，
A が昭和57年12月 1 日から平成 3 年 2 月28日までの 8 年 3 か月間に B（社会保険診療報酬支払基
金）から支払を受けるべき診療報酬債権を Y に担保として譲渡する契約を締結した（本件契約。
この譲渡については B に対して確定日付ある証書による通知がされている）。
他方，X（国―原告・被控訴人・被上告人）は，平成元年 5 月25日，A に対する国税滞納処分と
――
して，A が平成元年 7 月 1 日から平成 2 年 6 月30日までの間に B から支払を受けるべき診療報酬
債権（「本件債権部分」）を差押え，差押通知書が B に送達された。B は，本件債権部分にかかる
各債権について，債権者不確知等を原因とし，519万6009円を供託した。
X は各供託金についての A の還付請求権を順次差し押え，平成元年 7 月25日から平成 2 年 8 月
3 日までの間に，法務局にその旨の各差押通知書を送達した上で，右請求権を差し押さえて取立権
を取得したとして，その旨の確認を求めたのが本件訴訟である。そこで，A と Y 社との間に締結
された本件契約のうち本件債権部分に関する部分（譲渡の始期から 6 年 8 ヶ月目以降 1 年分）の
有効性についての判断によって，本件債権が Y に帰属するか，国 X が取得するかの結論が左右さ
れることになった。




べきあるが，医師である A は本件契約の締結時にすでに信用状態が悪化しており，Y 社もこれを
認識していたと推認でき，本件債権部分にかかる各債権は安定して発生することが確実に期待され
るものであったとは言えない，と言うものであった。Y 社が上告。最判平成11年 1 月29日民集53













 ｢医師が社会保険診療報酬支払基金から将来 8 年 3 箇月の間に支払を受けるべき各月の診療
報酬債権の一部を目的として債権譲渡契約を締結した場合において，右医師が債務の弁済のために




1 池田眞朗「将来債権譲渡の効力最判平11・1・29を巡って」NBL665号 6 頁以下。
2 近江幸治「集合債権の譲渡担保」内田貴・大村敦志編『新・法律学の争点シリーズ 1 民法の争点（Jurist
増刊）』（有斐閣 2007）155頁。





























これに対して平成11年判決は，長期の将来債権譲渡契約（実際は 8 年 3 カ月の契約のうちの 6














































































































































2010年 4 月 1 日，株式会社 A は，B 銀行から5000万円を借り入れるに当たって，「2010年 4 月
1 日から2015年 3 月31日までの間に，A が所有する甲建物の賃貸により取得する賃料債権を担保
のために B に譲渡する」という内容の譲渡担保設定契約を B と結んだ。これについては同日付で
債権譲渡登記が行われている。ところで，この時点で，甲建物（5 階建てのオフィスビル）の 2・
――
3 階は C 社，4・5 階は D 社がそれぞれ賃借していたが，この 2 社に対して譲渡担保設定の通知は
行われず，C・D は引き続き賃料（C・D とも月額200万円）を A に支払っていた。
2011年 5 月 1 日，A は新たに E 社と甲建物の 1 階部分の賃貸借契約を締結し（賃料月額100万
円），同日 E は甲建物に入居した。
2012年10月 1 日，A は甲建物を F 社に売却し，所有権移転登記も同日に行われた。C・D・E は
それ以後 F に賃料を支払うようになったが，D の賃貸借契約は2013年 5 月に終了し，同年 7 月 1
日，代わって G 社が F と新た賃貸借契約を締結して甲建物の 4・5 階部分に入居した（賃料月額
150万）。
2014年 4 月 1 日，A は 2 回目の不渡手形を出して事実上倒産したので，B は A に貸し付けた
5000万円を回収するため，C・E・G に対して債権登記の登記事項証明書を交付して譲渡担保を通























































説を採用したのが以下に示す最判昭和49年 3 月 7 日民集28巻 2 号174頁（以後，「昭和49年判決」
と記す）。
――










































































































































22 白石大「将来債権譲渡の対抗要件の構造に関する試論」 早稲田法学第89巻 3 号（2014）135頁。
23 民法判例百選（第 8 版）202頁。





















第 1 節 債権譲渡登記とは







































































第 2 節 債務者に対する対抗要件


































譲渡は第三者対抗要件を具備する（動産債権譲渡特例法 4 条 1 項）。
そして，差押債権者の取立前に当該債権譲渡についての債務者対抗要件具備―当該債権の譲渡及
びその譲渡につき債権譲渡登記がされたことについて，債務者に登記事項証明書を交付しての通知


































第 3 節 第三者に対する対抗要件



















37 最一小判昭和49年 3 月 7 日民集28巻 2 号174号（仮差押命令と債権譲渡），最三小判昭和58年10月 4 日判例




















































































第 5 節 まとめ
集合債権譲渡担保の対抗要件の問題について，日本では民法467条で定められた債務者に対する
通知あるいは債務者からの承諾とともに，特別法で定められた債権譲渡登記も対抗要件とされてい
るが，二つの対抗要件の関係である。債権譲渡登記について私見は，「権利移転の公示」手段は未
取得権利の「予約」の機能と考えている。対抗要件が「権利移転の公示」手段である以上，未取得
権利について対抗要件が先行することは論理矛盾であることを理由に，将来債権は未発生のまま，
「債権者たる地位」，「処分権」ないし「債権発生時に原始的に債権者となる法的地位」が譲渡契約
時に移転すると解する。
第章 中国における債権譲渡担保の現状
集合債権譲渡担保に関して，その前提となる将来債権譲渡の有効性が中国でも認められている
か。また，日本では，民法467条に基づく債権譲渡の通知のほかに，動産債権譲渡特例法に基づき
動産・債権譲渡登記制度が設けられ，担保目的の債権譲渡における対抗要件制度が整備されている
――
が，中国でも同様の制度が存在するのか。日本では集合動産譲渡担保と並び集合債権譲渡担保が，
特に中小企業の資金調達手段として注目しされているが，中国でも集合債権譲渡担保の立法化の働
きはあるか。また，現行の債権譲渡制度の下で，債権譲渡が担保として利用されているか。
中国契約法79条は債権譲渡自由原則を定め，継続的契約から生ずる将来債権は79条が規定する
「除外」の範囲に属さない。したがって，原則には譲渡可能である。
継続契約中の将来債権，例えば，将来賃料債権の譲渡は認められる。何故なら，債権も財産的価
値を有するので，動産や不動産などの他の財産と同様に，譲渡の対象となりうるからである。もし
当事者が譲渡を望めば，それを制限する必要はないように思われる。議論があるのは，継続的契約
などの基礎的関係を有しない場合における将来債権譲渡の有効性についてである。現在，典型的な
商事金融の領域，例えば資産の証券化，国際売掛債権売買〈保理〉（factoring）業務における将来
売掛債権の譲渡において将来債権譲渡が存在している。例えば，以下のような状況が挙げられてい
る。
中国の近年の金融機関実践を見ると，将来債権譲渡はすでに現実のものとなっている。国家の関
係機関がある特定業務において公布したある政策的規定は，将来売掛債権を担保として融資を認可
することを定めている。例えば，国家計画委員会，国家外為管理局が連名で公布した「海外プロジ
ェクト融資実施管理弁法」（境外進行項目融資管理暫行弁法）は，国内機関が国内建設プロジェク
トの名義において海外で外為資金を調達し，併せてプロジェクト自身の予定収入及び資産をもって
対外的に債務弁済責任を負うことを認めている。輸出企業の輸出戻し税が速やかに戻されない場合
に生じる短期資金の不足を解決するために，中国人民銀行・対外貿易経済合作部（現在の商務部）
・国家税務総局が連名公布した「輸出戻し税の口座の融資委託管理業務に関する通知」〈関于弁理
出口退税帳戸託管貸款業務の通知〉，及び最高人民法院の「輸出戻し税口座融資抵当案件を審理す
るうえでの関連問題についての規定」は，銀行が企業の戻し税口座に対して委託管理を行うという
前提のもとで，輸出企業に対して輸出戻し税の売掛債権を弁済保証となす短期流動資金貸付金を提
供することを認めている。各銀行が小規模企業に対する金融サービスを不断改善し，小規模企業の
発展を促進し，指導していくために，中国の銀行協会（銀監会）はその公布した「銀行が小規模企
業の貸付業務を展開していく上での指導意見」の中で，小規模企業に対する貸付金は，主に，借款
人が経営活動の中で形成するキャッシュフロー〈流量〉と個人信用を基礎としなければならず，併
せてすでに有する抵当資産及び将来のプロジェクトのもとで形成される資産及び権益を抵当・質と
することができるということを明確に規定している。
債権譲渡担保の司法案例は見つけ出すことはできなかった。ただ，若干ではあるが債権譲渡案例
は存在する。例えば，債権を譲渡する同時に，当該債権を質として支払いの担保とする案例は存在
する41。
中国の現行法には，債権譲渡登記制度は存在しない。債権を利用して担保設定し，資金を融通す
ることに関して，中国物権法の中で「権利質権」（223条以下）を認め，その権利の中にはいくつ
――
41 佛山市順+区太保投資管理有限公司と広東中鼎集団有限公司債権譲渡契約紛糾案を参照。なお，債権質を担
保とすることに関する司法解釈を以下の通り記しておく。最高人民法院「輸出戻し税の口座を質入れして
〈質押〉貸し付ける案件に関連する問題に関する規定」（2004年）1 条「本規定は，輸出戻し税専用口座の質
入れ貸付の執行，管理の案件に敵用する。本規定で称する輸出戻し税専用口座の質入れ貸付とは，借主が輸
出税専用口座を銀行に預けて銀行から借款し，併せて当該口座中に戻し税額をもって借り款返済の保証とす
る貸付けのことである。」
かの類型の債権（例えば，債券，預金証書，売掛債権等）が含まれる。その中で，売掛金を質物と
する〈出質〉の場合，当事者は書面契約を締結しなければならない。債権質については登記制度が
存在せず，債権譲渡担保については法律に明文規定がない。信用証書を交付するかたちで設定され
ることは必要である。しかし，もし当事者が特別の約定でもって債権譲渡担保をなす場合には，相
応に債権的効力が生じる。
第章 日本法から得られる示唆と私見
債権を目的物とした担保として，中国契約法には債権質制度が用意されているが，質権は質物の
占有移転を要件としており，債権証書等の交付が必要となる。占有移転に代わるものとして，金融
業界では債権質の登録制度が自主的に運用されているが，国の制度としての債権登記制度は未だに
設立されていない。また，債権譲渡担保においては，中国では債権譲渡について対抗要件主義が採
用されていないので，第三者との関係で債権譲渡担保権の優先的地位を確保する手段が用意されて
いない。さらに，集合債権譲渡担保の核となる将来債権譲渡の有効要件についても不明な点が多い。
以上のような中国の法状況を鑑みるに，ABL の発展にとって集合債権譲渡担保権の有効要件と
対抗要件の確立が不可欠であるにもかかわらず，中国法ではこれらについて未だ明確な法制度が形
成されているとはいえない状態にある。それ故，集合債権譲渡担保権の有効要件（実質上は将来債
権譲渡の有効要件）と対抗要件をめぐる日本の法状況から多くの示唆が得られるものと期待でき
る。今後は，集合債権譲渡担保をめぐる日本の法制度をどこまで中国法に導入できるか，また，導
入すべきかについて，さらなる日中両国法の比較研究を進める必要がある。
おわりに
これまでの研究の結果，様々な問題点を抱えながらも債権譲渡登記に対抗要件としての機能を担
わせている日本の法制度を参考にして，中国においても同様の機能を果たす債権譲渡登記制度を整
備することが必要と解される。そのうえで，さらに，日本法における問題点を解決するために，今
後は，ABL 先進国であるアメリカ法の研究を進める予定である。
